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2020 年 4 月 インドネシア移転価格アラート 
インドネシアにおいて事前確認の新指針が公表される 

 

昨年の相互協議（以下、「MAP」）に関する改訂ガイドライン1（Tax Alert May 2019 参照）の公表に続き、インドネシア財

務省は事前確認（以下、「APA」）に関して、財務省令 22 号（以下、「PMK-22」）を公表した。 

 

PMK-22 は、経済協力開発機構（以下、「OECD」）および G20 による税源侵食と利益移転（以下、「BEPS」）プロジェクト

の行動計画 142による要請事項に対応して、APA に関する詳細な指針（特に手続きや期限に関して）を提示することによ

り、納税者の法的安定性の担保を図るものである。 

 

PMK-22 は、2020 年 3 月 18 日付で発効し同日付で従来の APA 規定と入れ替わる。なお、PMK-22 は発効日時点で既に

申請済みの案件を含む全ての APA に対して適用される。本アラートは新規定の主たる特徴を概観するものである。 

 
  

                                                
1 2019 年 4月 26 日に公布された相互協議の実施に関する財務省令 49 号（Number 49/PMK.03/2019）。 

2 2015 年 BEPS 行動計画 14 最終報告書 http://dx.doi.org/10.1787/9789264241633-en. 

     2020 年 4 月 17 日 

                       2020年 4月 

https://www2.deloitte.com/content/dam/Deloitte/id/Documents/tax/id-tax-alert-en-may2019.pdf
https://www.oecd-ilibrary.org/docserver/9789264241633-en.pdf?expires=1586411586&id=id&accname=guest&checksum=5972E8A268486A5FC99FB7CFB59EAC2A
http://dx.doi.org/10.1787/9789264241633-en


 

 

 

Indonesia Transfer Pricing Alert | April 2020 
Page 2 

1. APA 対象範囲の拡充 

 

PMK-22 の最も特徴的な点は、次に示す通り、APA の対象範囲を拡充していることである。  

a. APA による確認対象期間を最大 5 年に延長（従来はユニラテラル APA の場合は最大 3 年、バイラテラル APA の場

合は最大 4 年とされていた）。 

b. 一定の条件のもと、ロールバックの申請可。 

c. 国内取引も確認対象の一部と出来る旨を規定化（インドネシア国内の関連者間取引の規模が大きく、それらの取

引に対する税務調査に悩まされてきた企業グループの懸念に対応するもの）。 

 

2. ロールバック 

 

上述の通り、PMK-22 はユニラテラル APA およびバイラテラル APA の双方に関してロール・バックを申請できる旨を規定し

た。これは BEPS 行動計画 14 において示されたミニマムスタンダードの要請に対応するものであり、オープン年度（税務調

査が終了していない年度）に対して税務係争が生じる懸念を緩和する歓迎すべき変更である。なお、PMK-22 は、ロール

バックの適用に関して以下の条件を掲げている。 

a. ロールバックの対象とする年度における関連者間取引の状況と確認対象期間における関連者間取引の状況との間

に顕著な差異がないこと。 

b. ロールバックの申請を行おうとする年度が時効を経過していないこと。 

c. ロールバックの申請を行おとする年度に関して法人所得税の更正通知が発行されていないこと。 

d. 納税者が租税に関する犯罪行為に関して訴追されていない、もしくは関連する捜査を受けていないこと。 

 

現行の所得税法において時効は 5 年と規定されていることから、新規定により可能なロールバック期間は最大 5 年と解さ

れる。 

 

3. APA 申請に際する追加要件 

   

従来の APA の規定では、最低でも 3 年以上継続して事業活動を営む納税者が APA の申請を行うことができるとされて

いた。PMK-22 は次に示す通り APA 申請に際して求められる追加の要件を定めた。 

a. APA 申請前、3 事業年度に渡り税務申告書の提出が行われていること。 

b. APA 申請前、3 事業年度に渡りマスターファイルおよびローカルファイルの作成が行われていること。 

c. 納税者が租税に関する犯罪行為に関して訴追されていない、もしくは関連する捜査を受けていないこと。 

d. 申請する APA において確認対象とする関連者間取引および関連当事者の情報が、APA 申請前の 3 年間の年次

法人所得税申告書に記載されていること。 

e. 申請する取引に関して、その価格設定が独立企業原則に基づくものであること。また、申請前 3 年間の営業利益と

比較して申請する確認対象期間の営業利益が低下しないこと。 

 

新規定は、APA の申請を行おうとする納税者が、申請前の複数年にわたって移転価格税制上のコンプライアンス事項を

遵守していることを要請している。また、新規定は過去 3 年間の実績と比較してインドネシアの税収に不利益をもたらすで

あろう APA は合意できない旨を示唆している。 
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4. 申請プロセスの簡素化  

 

PMK-22 は APA 申請プロセスを簡素化し一度の資料提出をもって申請手続きは完了する旨を定めた。なお、申請時には

以下に掲げる資料を提出しなければならない。 

a. 申請する確認対象取引および独立企業間価格に関する要旨 

b. 過去 3 事業年度における独立企業原則の適用状況 

c. 過去 5 事業年度における税務調査と税務裁判の状況および過去 5 事業年度における損益計算書 

d. 確認対象期間における予測損益計算書  

 

なお、これらの資料を提出する際に、納税者は、APA のプロセスにおいて要請される資料を全て提示するとともに諸規定を

遵守する旨の宣誓書をあわせて提出しなければならない。 

国税総局長（以下、「DGT」）が APA の申請を受けたことを確認すると、過去 3 事業年度の監査済財務諸表、過去 3

事業年度の移転価格文書および確認対象取引に関して詳述した文書等を提出することが求められる。 

次に、DGT は申請内容にかかる実態調査（会社訪問、事実確認およびヒアリング等の実施を含む）を行う。また、確認

対象取引について過去 3 事業年度において税務調査が実施されていない場合、もしくはロールバックを含めた APA の申

請を納税者が行う場合には、DGT は他の目的のために調査を行うことを指示することが出来る。 

 

協議の結果は、ユニラテラル APA の場合は「APA Document 」、バイラテラル APA の場合は「Mutual Agreement」とい

う書面にて通知される。 

 

5. APA プロセスの各段階において行われる事項および時期 

 

PMK-22 は、APA の一連のプロセスにおいて DGT と納税者がそれぞれ行うべき事項および時期について規定している。 

 

a. APA の申請 – APA の申請は、確認対象期間開始の 12 ヶ月前から 6 ヶ月前の間に行われなければならない。APA

の申請が DGT により受理されると、以下のプロセスを経ることとなる。 

(i) DGT は納税者により提出された申請書を確認の上、当該 APA 申請を次のプロセスに進めることが出来るか否

かを書面により納税者に通知する3。 

(ii) 必要な情報を納税者が提出する。 

(iii) バイラテラル APA の場合、条約相手国からステートメントを受領する。 

(iv) 協議を実施する。 

(v) （バイラテラル APA が不合意に終わった場合、もしくは条約相手国から返信等を受けられないこと等により DGT

が協議を終了する場合において、納税者が代わりにユニラテラル APA の申請を希望する場合）ユニラテラル

APA を申請する。 

(vi) 「APA Document 」もしくは「Mutual Agreement」により合意内容を通知する。 

 

b. 協議の終了–協議は次に掲げる時間軸に沿って行われる。 

                                                
3 申請書を受領した日から 1 ヶ月以内に行われる。 
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(i) ユニラテラル APA – 協議は納税者が必要な資料を提示してから 6 ヶ月以内に行われ、協議開始から 12 ヶ月以

内に終了する。 

(ii) バイラテラル APA – 協議は条約相手国と協議を開始する旨の書面による合意がなされた日から 24 ヶ月以内に

終了する。 

 

PMK-22 は期限の延長に関する定めを設けていない。期限内に合意に至らない場合、「不合意」として取り扱われ

る。 

 

6. APA 申請の取下げ  

 

PMK-22 は、APA の申請取下げのプロセス等について定めている。APA 申請取下げの申出は、相互協議の締結前になさ

れなければならず、取下げを希望する理由も明示する必要がある。 

DGT は、取下げの申請を受領してから 10 日以内に書面を発行する。相互協議が開始された後に取下げの申請がなさ

れた場合、納税者は同じ期間を対象とする APA を再度申請することは出来ない。 

 

7. 相互協議結果: 合意もしくは不合意  

 

合意内容は、上述の書面（「APA Document 」もしくは「Mutual Agreement」）により通知される。なお、期間内に合

意に至らなかった場合以外でも、以下の条件に該当する場合、DGT は APA を不合意として終了する事ができる。 

 

a. 関連者間取引を行う経済的な動機が存在しない場合 

b. 関連者間取引の法的形式と実際の活動との間に乖離がある場合 

c. 関連者間取引の実行が税負担の最小化のみを目的としたものである場合 

d. 納税者が提出した資料に虚偽等がある場合 

e. 実態調査のための資料の提示を DGT が納税者に書面で要請したにも関わらず、要請された日から 14 日以内に納

税者が資料の提示を行わない場合 

f. 申請された APA の確認対象期間もしくはロールバック期間に関して、法人所得税の更正通知が発行された場合 

 

8. 合意内容の履行 

 

PMK-22 は、納税者が APA の合意内容に沿って取引を実施するとともに、確認対象期間における移転価格文書におい

てその内容を文書化すべきことを定めている。 

また、APA 合意内容の履行に関する決定通知を DGT が発行してから１ヶ月以内に、APA により合意された所得に満た

ない部分がある場合、納税者は修正申告を行わなければならない。当該期間について DGT が税務調査を既に開始して

いる場合には、DGT は法人所得税の更正通知もしくは更正通知の改訂を発行することが出来る。 

 

9. APA の評価および法的レビュー 

 

従前の APA 規定と異なり、PMK-22 は APA の年次報告書の提出を納税者に求めていない。ただし、確認対象取引の

状況は移転価格文書において記載すべきとされている。PMK-22 は、納税者が APA の合意事項を遵守しているか否かの

評価を行う権限を DGT に与えている。評価の結果、DGT はさらなる法的レビューを実施するか、APA を終了させることが出

来るとされている。なお、APA における重要な前提条件に変更があった場合に、納税者の側から法的レビューを提起するこ
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とも認められる。なお、法的レビューが終了すると、前述の「APA Document」もしくは「Mutual Agreement」にレビュー結

果の内容が反映される。 

 

納税者により提出された情報に誤りがある場合、もしくは提示された情報が実際の納税者の行動と異なる旨の証拠等が

ある場合、上述の評価の手続きを経て APA が終了されることがある。その場合、納税者は終了する APA の確認対象期

間と同じ期間を対象として APA を再度申請することは出来ない。また、税務調査や証拠書類等にかかる審査が行われ

る場合がある。 

 

10. APA の更新 

 

PMK-22 は、合意済みの APA に関連して事実や条件に変更がない場合、既存の APA における確認対象期間と同期

間、APA の更新を申請できる旨を規定している。当該更新の申請は、既存の APA における確認対象期間の最終年度

が開始する 12 ヶ月前から 6 ヶ月前に、所定の形式により行われなければならない。更新の申請が新たな APA の申請と

して取り扱われた従前の規定とは異なる。 

 

11. 独立企業原則の適用に関する指針 

 

PMK-22 は独立企業原則の適用に関する詳細な指針を規定しており、その中には、既存の移転価格に関連する規定と

異なる取り扱いをしているものがある。この指針では、「an arm’s length point」や「a point within the arm’s length range」

なる用語が用いられており、関連者間取引の範囲を（既存の規定による解釈より）広く捉えている。また、比較可能分

析における検討事項の詳細説明、移転価格算定方法としてのバリュエーション手法の利用、移転価格算定方法の適用

優先順位について説明がなされている。 

 

かかる指針は APA の局面における適用を予定するものであるものの、既存の規定内容と乖離がある場合、どのように取り

扱われるか注視する必要がある。なお、詳細な取扱いについては、DGT が別途ガイドラインを公表するとしている。 

 

12. その他 

 

PMK-22 は、APA を申請したとしても、税務調査や租税に関する犯罪行為の捜査の実施を妨げるものではないことを再確

認している。なお、調査等が行われる場合であっても、APA において合意した確認対象取引に対しては DGT の更正は及

ばない。ただし、以下に掲げる条件に該当する場合はこの限りではない。 

 

a. 納税者が提出する年次の税務申告書の内容に、APA の合意内容と異なる内容の記載がある場合 

b. 納税者が、年次の税務申告書に関して必要な修正を所定の期限内に行わなかった場合 

c. 納税者が、APA の合意内容と異なる条件で取引を行った旨を年次の税務申告書に対して必要な修正を行い提出

した場合 

d. 納税者が APA の確認対象期間において年次税務申告書を提出しない場合  

 

PMK-22 は、APA が合意に至らなかった場合には、納税者により提出された資料は返還される旨を規定している、なお、

APA の過程で納税者により提出された資料は税務調査等において原則として利用されない。また、PMK-22 は二次調整

を適用する旨を明確に規定している。独立企業間価格と実際の移転価格に差異がある場合、当該差額分は配当とし

て扱われ所得課税に服することとなる。詳細は DGT より別途、ガイドラインが提示される予定である。 
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13. コメント 

 

BEPS プロジェクトが実施されて以降、特に国別報告書の導入等を契機に各国の税務調査が激化しつつある状況を踏ま

えると、APA が税務リスクの最小化に関して重要な意味を持つことは各国の実務が経験している通りである。かかる状況

下、PMK-22 により詳細なガイドラインが提示されたことは、不確実性を軽減する上で歓迎すべき動きであろう。特に、APA

の対象範囲が拡大したことやロールバックの申請が可能となった点はポジティブに捉えることが出来る。 

インドネシアにおける税務係争を管理しようとする多国籍企業グループにおいては、この改訂による影響を注視する必要が

あるだろう。 

 
 
 

 

*** 
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